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１．概要（Summary） 

液体クロマトグラフィー (LC) は，様々な分野に

おいて広く利用されている分析手法であり，環境分析

や医療の分野においてその場・その時に分析可能なオ

ンサイト分析への需要が高まっている。LC に使用さ

れる分析カラムは多孔質体を使用しているために，カ

ラム内の圧力抵抗は非常に高く，送液を行うためには

大型のポンプを必要としている。 

本研究では，電気浸透流の発生が報告されている

ネガ型レジスト SU-8 を用いて，電気浸透流ポンプ 

(EOP) の特性をもつ LC カラムの作製を試みた。 

 

２．実験（Experimental） 

・利用した主な装置 

レーザー直接描画装置，レジスト現像装置，ウェ

ハ洗浄装置，紫外線露光装置，両面マスクアライナ 

・実験方法 

レーザー直接描画装置 (DWL2000, Heiderberg 

Instruments Mikrotechnik) によって，クロムマスク

を作製した。ネガ型レジスト SU–8 を 4 インチシリコ

ン基板上にスピンコートし，95ºC でソフトベイクし

た。その後，紫外線露光装置（MA–10 型，ミカサ株

式会社）を用いて UV 露光 (200 mJ) し，基板上にク

ロムマスクのパターンを描写した。ポストベイク後，

現像液 (SU–8 Developer) に浸漬させ SU–8 構造体

を含む微小流路を作製した。 

作 製 し た SU-8 微 小 流 路 に 対 し て ，

poly(dimthylsiloxane) の薄膜を用いて物理的に圧着

させ，LC カラムとして用いた。 

 

３．結果と考察（Results and Discussion） 

長さ 5 µm，幅 75 µm，間隔 5 µm の六角ピラーア

レイ (Fig. 1)を含む微小流路と，構造体を含まない微

小流路を LC カラムとして評価したところ，構造体を

含む流路において移動相が 水/アセトニトリル＝ 5/5

の条件でクマリン混合試料のピークトップ分離が確

認された。より溶出力の強い水/アセトニトリル = 3/7

を移動相に用いたところ，クマリン混合試料は分離さ

れず，SU-8 構造体が逆相カラムとして機能すること

が示唆された。 

 

Fig. 1 A microphotograph of a radially elongated 

micropillar array. 

 

４．その他・特記事項（Others） 

本研究は日本学術振興会科学研究費基盤研究 (B)

の助成を受けたものである。 
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